
江津商工会議所 地域経済動向調査報告（概要版） 

令和３年度 第２四半期（７～９月） 

（１） 調査時点 ２０２１年１１月４日時点 

（２） 調査方法 郵送により実施 回答６４件 

（３） 調査対象 当所会員名簿から業種のバランスを考慮し抽出 

※本調査より調査事業所の一部入替を行っている。 

1. 景況天気図 
特に好調 好調 不変 不振 極めて不振 
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DI とは…（増加・好転・過剰の企業割合）－（減少・悪化・不足の企業割合） 

 

 

前年同期比 全業種 製造 建設 運送 卸・小売 
飲食・ 

サービス 

売 上 高 
      

▲31 ▲47 ▲24 ▲57 ▲20 ▲60 

資 金 繰 り 
      

▲21 ▲36 ▲12 ▲17 ▲33 ▲33 

業 況 
      

▲38 ▲67 ▲31 ▲43 ▲53 ▲50 

採 算 

（経常利益）       

▲41 ▲60 ▲29 ▲57 ▲53 ▲70 

雇用（今期水準）  ▲53 0 ▲77 ▲43 ▲53 ▲25 

在庫（今期水準）  8 27   7  

 

2. まとめ 

2021年 7～9月は、前年同期（2020年 7～9月）と比較して、あらゆる業種がより一層

深刻な事業環境となっている。地域の要因として 7 月 6 日からの長雨や江の川増水、台

風 9号および 8月 12日からの長雨、そして島根県西部での新型コロナ感染者数の大幅な

増加が影響したと思われる。そして世界的な要因として、自動車減産の影響や、原油や鉄

材等といった仕入価格の高騰に苦慮すると様々な事業所からコメントが寄せられる。                                                                                                                                                                                                                             

雇用について、雇用調整助成金を活用して雇用維持に努めていると回答した事業所が

ある一方で、島根県最低賃金の 32円増による人件費増加が経営をさらに圧迫すると意見

が出る。また熟練社員の高齢化や不足を挙げる事業所が複数あるものの、若年層の採用

確保は困難とのコメントもあり、長期的な経営に暗い影を落とす。 

環境対策を経営課題とし、取組の相談や実施体制の構築への支援を求める声があった。 


